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け紺野登紛巌高限度額の見直し  

∑‾．磯澤麿嘗  
共演金将最高限度を定める制度  

塗協の現状  

生協法貨26条及び告示において、共済事故1件につき100万円を限度と規定。  
ただも 

ノ、 厚生労働大臣の許可を受けたときは、これによらないことができる。（局長通知にて共済種別ごとに最高限度額を規定（））  
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年金  
建物  動産  対人   対物  建物  動産  建物  
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や′ ㌘6条 総合の定款には、左の事項を記載しなければならない。   

け籠会員の生活の共済を図る事業を行うときは、その掛金及び共済金の最高限度   
・■・ノ  

こr5 厚生労働大臣は、第■1項第17号の敷金及び共演金の最高限度を定めることができるむ  

乙！前項9）規定により厚生労働大農が掛金及び共済金但最高限度を定塵た場合において、魔創裏、優生労勉大臣の灘可を受壮たとき蛙、同項に規定する  

最高限度に。去らないことができる。  

消費生活協同組合法第26条第3項の規定に基づき、共済金の最高限度を次のように定める。  
－ 共済事敬1件につき100万円 ～略～  

と消費生活協同綿合（以下「組合」という。）が、特別な事由によ軋前号に定める最高限度によ地ざたい場合において、申請書に、その事由を記し、次の  
い］」）から（閤）までに掲げる菩矩を添え、地域又は職域が二以上の地方厚生局の管轄区域にわたる組合にあっては厚生労働大臣、その他の組合にあっては  
溝方厚生最長に提出し、法簑26条第4項の許可を萱吐たとき壊その頗  
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他制度の状況  

農協法  

t最高限度額に関する規定はない  

中協法  

・同上  

保険業法  

ヰ保険会社については、同上  

・少嶺短期保険業者については、保険金額が1，000万円を超えない範囲内で政令で定める金額以下。これを超えると通常の保険  
業となる。  

○疾病による重度障害一死亡 300万円 ○疾病・傷害による入院給付等 80万円  
○傷害による重度障害・死亡 600万円 ○損害保険1，000万円  
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こ迄）保険絶埋  
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農協法  

i共済事業を行う組合は、組合員のために、保険会社の業務の代理又は事務の代行を行うことができる   

申協法  

鎗事業協同組合、事業協同小組合、火災共済協同組合は、保険会社の業務の代理又は事務の代行を行うことができる  

保険業法  

R他の保険会社、その他金融業を営むものの業務の代理又は事務の代行を行うことができる  

改正の方向性  

共済事業を実施する組合が保険代理業を実施できることとした場合には、自らが実施する共済事業とは異なる種類の保険商品を取り  
扱うこと等により、組合員の様々なニーズを満たすことが可能になり、その利便性が向上することから、共済事業を行う組合が保険代  

理業を行えることとしてはどうか。  
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冒掴（3）資産運用  

制度の概要  

共済事業を行う組合が、共済事業に係るものとして区分された資産を運用する場合に、その運用方法や割合について親制をする制度  

運用資産の割合  

‖  
事業協同組合等   保  険  厚年基金  

連合会   単位農協  保険会社   少額短期   

証  

株式等2割以内  株式3割以内  
外貨建2割以内  外貨建3割以内  

等芝  
、動産2割以内  不動産2割以内  

厚年基金にあった生協と同様の規制は、運用受託者としての責任の明確化と運用管理体制の向上を前提に、平成10年に敵廃された。  

資産運用の方法  

事業協同組合等については、法改正に伴う省令の整備が行われておらず、内容は平成18年9月現在のものである0  ・ノ／宣（ 



他制度の状況  

農協法   

▲共済事業を行う農業協同組合については、指定金融機関への預貯金、国債等が運用対象とされており、共済事業を行う連合会に  
ついては、預貯金等のほかに、生協法では認められていない金融派生商品や不動産の取得などの投機性の高い金融商品も運用対象  
として認められている。運用割合に関しては、連合会については、不動産の取得は総資産の額の10分の2を超えてはならないなどとさ  
れているが、農業協同組合については規制がない  

申協法 r  

・共済事業を行う組合及び組合員数が一定以上の組合については、行政庁の認可を受けた場合を除き、銀行等への預貯金又は金銭  
信託、郵便貯金、国債等一定の有価証券のみが運用対象とされている。運用割合については、規制がない  

保険業法   

一保険会社については、生協法では認められていない金融派生商品などの投機性の高い金融商品も運用対象として認められており、  
運用の割合については、総資産に対する運用額の制限（国内株式は総資産の30／100までなどの規制がある）   
■少額短期保険業者については、内閣府令に定める金融機関への預金、国債、地方債等の有価証券等に限定されている  
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改正の方向性  

共済事業に必要な資金の運用については、一定の安定性が必要ではあるものの、運用制限により資産の有効利用が妨げられ、組合員  
の利益を損なう恐れもあることから、他の諸制度などを参考に、組合の規模などもふまえつつ、運用方法の範囲を広げると共に、割合に  
関する規制を見直すこととしてはどうか。  
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習脚（卑）事業規約変更の手続きの簡素化  

制度の概要  

共済事業を実施するに当たり作成が義務づけられている共済事業規約の変更のための手続を定める制度  

生協の現状  ポ
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ミも肋一山＿  

粘共済事業規約には、共済事業の種類ごとに、その実施方法、共済契約並びに共済掛金及び責任準備金の窺の算出方法に関する事  
項を定めているが、その変更に際しては、例外なく総会の議決が必要で、かつ、行政庁の認可が必要となっている。  

他制度の状況  

農協法  

白共済規程の設定等のうち軽微な事項（共済事業の実施方法に関する技術的な事項を含む）は総会の議決は不要とされており、また、  
軽微な事項に係る共済規程の変更を行った場合には、行政庁の認可は必要ではなく、届出することで足りるとされている  

率協法  

敗共済規程の設定等のうち軽微な事項は総会の議決は不要とされているが、共済規程の変更を行った場合には、行政庁の認可が必  
要とされている。   

（注）「軽微な事碩」の内容については、自賠責の共済掛金率が規定されることが予想されるが、その他の詳細は未定。  

保険業法   

肖事業方法書等に定めた事項の変更のうち契約者等の保護に欠けるおそれが少ない事項の変更を行うときは、内閣総理大臣の認  

合  

出  

可は必要ではなく、  
届出があった場  

項の変更又は届  

改正の方向性  

賢現行の手続によった場合、共済事業について変更を行う場合に、組合員のニーズに迅速に応えることができないことから、規約変更の 蓄  
警手続きについて、他制度の状況を参考に、軽微な事項等については総会の議決を要しないこととするなど一部について簡素化すること  

としてはどうか。  
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冒叫（5）職域組合における退職者の組合員資格  
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制度の概要  

消費生活協同組合の組合員の資格を有する者として一定の者を法律上定めている  

改正の方向性  

職域組合が実施する共済事業を利用する組合員からは、在職時に長年にわたり利用していた共済事業を退職と同時に利用できなくな  
ると支障が生じる場合があるとして、退職後も当該事業を継続して利用することのニーズがあることを踏まえ、退職者が、その居住範  
囲に関係なく、職域生協の組合員となることができるように、法律上明確にすることとしてはどうか   

轡  




